
資料１３ 
 

令和６年度要配慮者利用施設における避難確保計画の取り組み状況について 

 

 

＜概 要＞ 

 「浸水想定区域」「土砂災害警戒区域」内の要配慮者利用施設の所有者または管理者に対し平

成 29 年 6 月に避難確保計画の作成と訓練実施が義務化、令和 3年 5月に市町村に訓練結果を報

告することが義務化されました。 

また、災害による逃げ遅れをなくし、普段から訓練などを通じて施設の職員、入居者などが災

害に対する備えを意識していただくため、本市における計画作成率、訓練実施率を報告するもの

です。 

 

【取り組み経過】 

 令和５年度に市内対象施設を所管する法人に対して、避難確保計画作成および避難の実効性

確保に関する説明会を実施、３０法人が参加し、計画作成率及び訓練実施率が１００％となるよ

うお願いした。 

 今年度については、令和６年７月に避難確保計画未作成の３法人４施設へ計画作成を、計画作

成済の施設については、見直し等による変更後の計画作成を依頼した。また、全ての対象施設へ

訓練実施とＬＯＧＯフォームによる結果報告をお願いした。 

 

【取り組み状況】 

 本市における計画作成及び訓練実施の状況は以下のとおりです。 

浸水対象施設 74施設 浸水対象施設 73施設

土砂災害対象施設 42施設 土砂災害対象施設 42施設

浸水対象施設  70施設（95％） 浸水対象施設  73施設（100％）

土砂災害対象施設  42施設（100％） 土砂災害対象施設  42施設（100％）

浸水対象施設  57施設（77%) 浸水対象施設  68施設（93%)

土砂災害対象施設  35施設（83%） 土砂災害対象施設  35施設（83%）
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※浸水対象施設が１減となっている理由は、甲賀市立介護老人保健施設ケアセンターささゆりが令和５年９

月３０日で閉所したため 

 

【その他の取り組み】 

今年度より、市内対象施設の施設管理者に対して避難情報を配信できるよう、本市緊急情報伝

達システム（特定配信メール）への登録を依頼、１月には、テストメール配信を実施した。 


